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日本次世代経営者ファンド 
愛称：情熱列島 
運用報告書(全体版) 

 
第２期（決算日2023年11月７日） 

 
作成対象期間（2022年11月８日～2023年11月７日） 

受益者のみなさまへ 

平素は格別のご愛顧を賜り、厚く御礼申し上げます。 
当作成対象期間の運用状況等についてご報告申し上げます。 
今後とも一層のお引立てを賜りますよう、お願い申し上げます。 
 

●当ファンドの仕組みは次の通りです｡ 

商 品 分 類 追加型投信／国内／株式 

信 託 期 間 2022年４月１日から2026年11月９日までです。 

運 用 方 針 
わが国の株式を主要投資対象とし、信託財産の成長を目標に積極的な運用を行なうことを基本とします。株式への投資にあたっては、
次世代の日本を担うと考えられる経営者に着目し、中長期的な企業価値向上が期待される企業の株式に投資することを基本とします。 

主な投資対象 わが国の株式を主要投資対象とします。 

主な投資制限 
株式への投資割合には制限を設けません。 
外貨建資産への投資割合は、信託財産の純資産総額の10％以下とします。 

分 配 方 針 
毎決算時に、原則として経費控除後の繰越分を含めた配当等収益と売買益（評価益を含みます｡）等から、配当等収益等の水準及び基
準価額水準等を勘案して分配します。留保益の運用については、特に制限を設けず、元本部分と同一の運用を行ないます。 
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日本次世代経営者ファンド

○設定以来の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 

株   式 
組 入 比 率 

株   式 
先 物 比 率 

純 資 産 
総 額 (分配落) 

税 込 み 
分 配 金 

期 中 
騰 落 率 

(設定日) 円 円 ％ ％ ％ 百万円 

2022年４月１日 10,000 － － － － 500 

１期(2022年11月７日) 9,679 0 △ 3.2 95.4 － 535 

２期(2023年11月７日) 10,644 5 10.0 97.6 － 599 
 
＊基準価額の騰落率は分配金込み。 

＊株式先物比率は買い建て比率－売り建て比率。 

＊当ファンドは特定の指数等を念頭に置いた運用を行なっていないため、ベンチマーク等はありません。 

 

○当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 株   式 

組 入 比 率 
株   式 
先 物 比 率  騰 落 率 

(期  首) 円 ％ ％ ％ 

2022年11月７日 9,679 － 95.4 － 

11月末 10,229 5.7 96.1 － 

12月末 9,597 △ 0.8 95.8 － 

2023年１月末 10,023 3.6 96.1 － 

２月末 9,870 2.0 96.0 － 

３月末 10,111 4.5 95.6 － 

４月末 10,173 5.1 96.9 － 

５月末 10,200 5.4 97.0 － 

６月末 11,160 15.3 97.9 － 

７月末 11,123 14.9 98.0 － 

８月末 11,193 15.6 97.0 － 

９月末 10,982 13.5 98.2 － 

10月末 10,156 4.9 98.1 － 

(期  末)     

2023年11月７日 10,649 10.0 97.6 － 
 
＊期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比です。 

＊株式先物比率は買い建て比率－売り建て比率。 
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日本次世代経営者ファンド

◎運用経過 

○期中の基準価額等の推移 
 

  

  
（注）分配金再投資基準価額は、分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォー

マンスを示すものです。作成期首（2022年11月７日）の値が基準価額と同一となるように指数化しております。 

（注）分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課税条件も異な

ります。したがって、個々のお客様の損益の状況を示すものではありません。 

（注）上記騰落率は、小数点以下第２位を四捨五入して表示しております。 

 

○基準価額の主な変動要因 

＊基準価額は10.0％の上昇 

基準価額は、期首9,679円から期末10,649円（分配金込み）に970円の値上がりとなりました。 

 

①の局面（期首～2023年７月上旬） 

（上昇） 10月の米CPI（消費者物価指数）上昇率が市場予想を下回ったことでFRB（米連邦準備

制度理事会）の金利引き上げペースが鈍化するとの見方が広がったこと 

（下落） 米国の11月製造業景況感指数が好不況の節目である50を割り込むなど世界景気後退へ

の懸念が高まったこと、日銀の金融政策決定会合において10年国債利回りの許容変動

幅拡大など金融緩和策の一部修正が決定されたこと 

（上昇） 米国においてインフレ率上昇が鈍化し長期金利が下落したこと、日銀が現行の金融緩

和策を維持したこと 
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（下落） １月の米雇用統計が市場予想を大幅に上回りFRBの早期利上げ停止への期待が後退し

たこと、１月の米CPIの市場予想を上回る伸びを受けて米長期金利が高止まりしたこと 

（上昇） 全人代（全国人民代表大会）を控えて中国の景気刺激策への期待が高まったこと、東

証（東京証券取引所）による低PBR（株価純資産倍率）企業への改善策開示などを求

める方針を受けて日本企業の資本効率の底上げへの期待が高まったこと 

（上昇） 小売企業の好決算や米著名投資家の日本株への追加投資検討の報道などが好感された

こと 

（上昇） 政府による新型コロナウイルスの感染症法上の分類見直しを受けて国内経済の回復期

待が高まったこと、景気後退懸念が台頭している米国などに比べ相対的に良好な経済

見通しである日本株への外国人投資家からの資金流入が続いたこと 

（上昇） 米連邦政府の債務上限引き上げ法案が成立したことなどが好感されたこと、賃金の伸

び率やインフレ率の鈍化などを受け、米利上げ休止の観測が広がったこと 

 

②の局面（2023年７月上旬～期末） 

（下落） 日銀が金融政策決定会合で金融緩和政策の運用柔軟化を決定したことにより、金利上

昇懸念から相対的に大型割安株が選好され、小型成長株が調整したこと 

（上昇） 円安・ドル高が進み企業業績への期待感が高まったことやパウエルFRB議長の講演や

軟調な米国の経済指標を受けて米国の追加利上げ観測が後退したこと 

（下落） FOMC（米連邦公開市場委員会）後のパウエルFRB議長の会見などを受けて、米金融引

き締めの長期化への懸念が高まったこと、小型成長株を中心とした機関投資家のリバ

ランス（資産の再配分）による株式売却などの需給悪化や、予算不足による米政府機

関閉鎖への懸念が高まったこと 

（下落） 中東情勢の緊迫化を受けたリスク回避の動きや原油価格の上昇による強いインフレ圧

力が継続することへの懸念が高まったこと 

（上昇） 11月のFOMCで利上げが見送られたことや10月の米雇用統計が市場予想より弱かった

ことから、追加利上げの可能性が大きく後退したこと 

 

○投資環境 

期首は、米国の11月製造業景況感指数が好不況の節目である50を割り込むなど世界景気後退

への懸念が高まったことや日銀の金融政策決定会合において10年国債利回りの許容変動幅拡

大など金融緩和策の一部修正が決定されたことなどから株式市場は下落しました。 

2023年に入り、全人代を控えて中国の景気刺激策への期待が高まったことや東証による低

PBR企業への改善策開示などを求める方針を受けて日本企業の資本効率の底上げへの期待が

高まったこと、政府による新型コロナウイルスの感染症法上の分類見直しを受けて国内経済の

回復期待が高まったこと、米連邦政府の債務上限引き上げ法案が成立したことや賃金の伸び率

やインフレ率の鈍化などを受け、米利上げ休止の観測が広がったことも追い風となり、株式市

場は上昇しました。 
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その後は、日銀が金融政策決定会合で金融緩和政策の運用柔軟化を決定したことや、大手格

付け機関による米国債の格下げなどにより投資家のリスク回避姿勢が強まったこと、FRBの追

加利上げ観測が強まり、日米の長期金利が上昇したこと、大手不動産会社の経営不安などを受

けた中国経済への懸念が高まったことなどにより株式市場は下落しました。 

期末にかけては、11月のFOMCで利上げが見送られたことや市場予想より弱い10月の米雇用

統計を受けて追加利上げの可能性が大きく後退したことなどにより、株式市場は上昇しました。 

 

○当ファンドのポートフォリオ 

・株式組入比率 

原則として高位を保つことを基本としており、期を通じて概ね90％以上を維持し、期末は

97.6％としました。 

 

・期中の主な動き 

「足元の環境に左右されない長期の目線」、「既存のしがらみに捉われない人材登用や組織改

革」、「次の社会ニーズへの機敏な対応」などの観点を通じ、既にそうした優良な経営を実践し

ていることで成長が期待できる企業、また上記の特性を持つ経営へと変化することで再成長が

期待できる企業に注目しました。 

独自の技術と経験をもとに、高い信頼性とクリーン度の搬送ロボット及び装置を製造販売し

ており、中長期の業績成長が期待される機械株、主に建設業界向けに特化したコンサルティン

グやシステム開発を行なっており、中長期の業績拡大が期待される情報・通信業株などを買い

付けしました。 

一方、海外景況感の悪化による労働市場の需給緩和によりHRテクノロジーなどの成長率が

低下する可能性があるサービス業株や、新規出店による成長に加えて、価格改定と客数増加に

よる既存店舗の売上増加による利益成長が好感されて株価が上昇した小売業株などを売却し

ました。 

期末において保有している主な銘柄はローツェ、Arent、ジーデップ・アドバンス、小池酸素

工業、広済堂ホールディングスなどです。 

 

＜比率を引き上げた主な銘柄＞ 

①ローツェ 

半導体、FPD（フラットパネルディスプレイ）業界において、独自の技術と経験をもとに、

高い信頼性とクリーン度の搬送ロボット及び装置を製造販売しており、分析装置に強みを持つ

イアスの子会社化による製品ラインナップの拡大により中長期の業績成長が期待されるため。 

 

②Arent 

主に建設業界向けに特化したコンサルティングやシステム開発を行なっており、顧客企業の

属人的な「暗黙知」をシステム化することで中長期の業績拡大が期待されるため。 
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＜比率を引き下げた主な銘柄＞ 

①リクルートホールディングス 

欧米の経済環境悪化による求人活動の減速によって広告収入の減少が懸念されたため。 

 

②物語コーポレーション 

「焼肉きんぐ」「丸源ラーメン」などの外食業態を運営しており、経済再開に伴う客数の回復

や価格改定により既存店売上高が好調で堅調な業績推移となったことで株価が上昇し、割安度

合いが低下したため。 

 

○当ファンドのベンチマークとの差異 

当ファンドは特定の指数等を念頭に置いた

運用を行なっていないため、ベンチマーク等は

ありません。 

グラフは、期中の当ファンドの期別基準価額

騰落率です。 
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◎分配金 

（１） 収益分配金は、基準価額の水準などを勘案して１万口当たり５円とさせていただきまし

た。分配金が再投資される契約を結ばれた方につきましては、分配金を再投資させて頂

きました。 

（２） 留保益の運用につきましては、特に制限を設けず、元本部分と同一の運用を行ないます。 

 

○分配原資の内訳 

 （単位：円、１万口当たり・税込み） 

項 目 
第２期 

2022年11月８日～ 
2023年11月７日 

当期分配金 5  

(対基準価額比率) 0.047％ 

 当期の収益 5  

 当期の収益以外 －  

翌期繰越分配対象額 654   
（注）対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分配金込み）に対する比率であり、ファンドの収益率とは異なります。 

（注）当期の収益、当期の収益以外は小数点以下切捨てで算出しているため合計が当期分配金と一致しない場合があります。 

 

 

◎今後の運用方針 

当ファンドは第３期を迎えます。 

「足元の環境に左右されない長期の目線」、「既存のしがらみに捉われない人材登用や組織改

革」、「次の社会ニーズへの機敏な対応」などの観点を通じ、既にそうした優良な経営を実践し

ていることで継続的な成長が期待できる企業、また上記の特性を持つ経営へと変化することで

再成長が期待できる企業に注目し、投資をしていく方針です。不透明な外部環境の継続が想定

されますが、引き続き中長期的な視点から成長力のある企業の発掘・投資をしていく考えです。 
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○１万口当たりの費用明細 (2022年11月８日～2023年11月７日) 

項 目 
当 期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率 

  円 ％  

（a） 信 託 報 酬 113  1.089  (a)信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 

 （ 投 信 会 社 ） ( 69)  (0.660)  ファンドの運用とそれに伴う調査、受託会社への指図、法定書面等の作成、 
基準価額の算出等 

 （ 販 売 会 社 ） ( 40)  (0.385)  購入後の情報提供、運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの管理 
および事務手続き等 

 （ 受 託 会 社 ） (  5)  (0.044)  ファンドの財産の保管・管理、委託会社からの指図の実行等 

（b） 売 買 委 託 手 数 料 14   0.136   (b)売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数 
   ※売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料 

 （ 株  式 ） ( 14)  (0.136)   

（c） そ の 他 費 用 0   0.003   (c)その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数 

 （ 監 査 費 用 ） (  0)  (0.003)  監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用 

 合 計 127   1.228    

期中の平均基準価額は、10,401円です。  

 
＊期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果です。

＊各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 

＊各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに小数

第３位未満は四捨五入してあります。 
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（参考情報） 

◯総経費率 

当期中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託手数料及び有価

証券取引税を除く。）を期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（１口当たり）を乗じた数で

除した総経費率（年率）は1.09％です。 
 

  
（注）当ファンドの費用は１万口当たりの費用明細において用いた簡便法により算出したものです。 

（注）各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。 

（注）各比率は、年率換算した値です。 

（注）当ファンドのその他費用には、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用が含まれます。 

（注）上記の前提条件で算出したものです。このため、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率とは異なります。 
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○売買及び取引の状況 (2022年11月８日～2023年11月７日) 

 

 

 
買 付 売 付 

株 数 金 額 株 数 金 額 

国 

内 

 千株 千円 千株 千円 
上場 356 803,954 364 782,940 
 ( 22) (     －)

 
＊金額は受け渡し代金。 

＊単位未満は切り捨て。 

＊（ ）内は株式分割、予約権行使、合併等による増減分で、上段の数字には含まれておりません。 

 

○株式売買比率 (2022年11月８日～2023年11月７日) 

 

項 目 当 期 

(a) 期中の株式売買金額 1,586,894千円 
(b) 期中の平均組入株式時価総額 556,693千円 

(c) 売買高比率（a）／（b） 2.85   
 
＊(b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均。 

 

○利害関係人との取引状況等 (2022年11月８日～2023年11月７日) 

 

区       分 
買付額等 

Ａ 

  
売付額等 

Ｃ 

  

うち利害関係人
との取引状況Ｂ 

Ｂ
Ａ

 

うち利害関係人
との取引状況Ｄ 

Ｄ
Ｃ

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 
株式 803 112 13.9 782 61 7.8 

 
 
 
  

株式 

利害関係人との取引状況 
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日本次世代経営者ファンド

 

種     類 買 付 額 

 百万円 
株式 5 

 
 
 

 

項 目 当 期 
売買委託手数料総額（A） 782千円 
うち利害関係人への支払額（B） 92千円 

（B）／（A） 11.8％   
 
 
 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人であり、当ファンドに係る利害関係人とは野村
證券株式会社です。 

 

○自社による当ファンドの設定、解約状況 (2022年11月８日～2023年11月７日) 

期首残高 
（元 本） 

当期設定 
元  本 

当期解約 
元  本 

期末残高 
（元 本） 

取 引 の 理 由 

百万円 百万円 百万円 百万円  
500 － － 500 当初設定時における取得 
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日本次世代経営者ファンド

○組入資産の明細 (2023年11月７日現在) 

 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

建設業（0.9％）    

オリエンタル白石 34.4 1.8 592 

大成温調 － 2 4,774 

食料品（2.3％）    

やまみ － 2.5 5,430 

サンクゼール － 2.4 7,860 

化学（4.9％）    

日本化学工業 0.3 － － 

三和油化工業 1.1 － － 

ミライアル － 4.1 5,768 

竹本容器 － 7.2 5,601 

扶桑化学工業 2.4 1.4 5,747 

東洋合成工業 0.9 1.8 11,808 

ゴム製品（1.0％）    

オカモト － 1.1 5,599 

機械（13.2％）    

小池酸素工業 － 8.2 29,643 

ホソカワミクロン － 1.5 6,750 

ローツェ 0.5 3.3 40,458 

サムコ 1.3 － － 

ユーシン精機 7.5 － － 

日本ピラー工業 3.3 0.1 408 

電気機器（4.2％）    

ＳＥＭＩＴＥＣ 1.1 － － 

ＭＣＪ 12.7 1.1 1,186 

ローランド ディー．ジー． 4 0.4 1,342 

キーエンス 0.2 0.1 6,050 

日本セラミック 2.3 0.5 1,370 

市光工業 3.4 26.4 14,493 

輸送用機器（4.5％）    

ＮＯＫ － 6.2 11,324 

ハイレックスコーポレーション － 11 14,839 

精密機器（－％）    

インターアクション 1.6 － － 

ノーリツ鋼機 4.8 － － 
 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

その他製品（9.2％）    

前田工繊 3.3 0.4 1,176 

タカラトミー － 8.5 17,187 

広済堂ホールディングス － 9.1 27,108 

ヨネックス 8.1 5.3 8,506 

陸運業（0.1％）    

山九 1.8 0.1 481 

倉庫・運輸関連業（－％）    

トランコム 0.8 － － 

情報・通信業（26.8％）    

ＣＡＲＴＡ ＨＯＬＤＩＮＧＳ 3 － － 

ＳＨＩＦＴ 0.4 － － 

ラクス 2.2 0.2 428 

オロ 4.3 － － 

マネーフォワード 2.1 1.1 4,741 

ＧＭＯフィナンシャルゲート 0.5 0.1 1,013 

ビジョナル － 2 15,860 

シンプレクス・ホールディングス 1.1 － － 

ラクスル 2.8 0.4 557 

メルカリ － 1 3,239 

サーバーワークス 4.1 － － 

ギフティ 4 － － 

ＪＭＤＣ 1.2 0.5 2,400 

ジャストシステム 0.8 5.3 14,696 

ＥＭシステムズ 14.3 － － 

ｅＷｅＬＬ － 2.1 7,024 

オープンワーク － 18 16,704 

Ａｒｅｎｔ － 7.7 38,384 

ＡＢＥＪＡ － 2.2 12,100 

エコナビスタ － 8.4 24,427 

くすりの窓口 － 9.2 14,940 

ファイバーゲート 8.7 － － 

卸売業（11.1％）    

円谷フィールズホールディングス － 9.3 14,824 

神戸物産 4.4 － － 
 

国内株式 
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銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

ジーデップ・アドバンス － 4.9 35,525 

フーディソン － 8.6 13,209 

ＢｕｙＳｅｌｌ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ 2.8 － － 

サンリオ 3 0.2 1,404 

小売業（1.9％）    

ジンズホールディングス 0.9 2.2 9,768 

物語コーポレーション 2.3 － － 

オイシックス・ラ・大地 7.8 － － 

パン・パシフィック・インターナショナルホ 4.5 0.3 906 

スギホールディングス 1.1 － － 

ヤオコー 0.9 0.1 759 

保険業（5.5％）    

ライフネット生命保険 － 21.4 21,186 

ＦＰパートナー － 2.6 10,920 

その他金融業（0.9％）    

イー・ギャランティ 8.5 2.8 5,082 

不動産業（5.4％）    

ティーケーピー 4.7 1.2 2,554 

レーサム － 1.8 5,868 

カチタス 4.7 10.4 23,285 
 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

サービス業（8.1％）    

エス・エム・エス 1.6 4.2 10,542 

ＫｅｅＰｅｒ技研 1.5 0.1 641 

ＩＢＪ 12 8.9 5,811 

Ｍ＆Ａキャピタルパートナーズ 0.8 － － 

フリークアウト・ホールディングス 4.3 2.5 2,040 

リクルートホールディングス 2.7 0.2 969 

エアトリ 2.2 1.2 2,254 

アトラエ 7.4 － － 

ベイカレント・コンサルティング 2 － － 

マネジメントソリューションズ 3.6 － － 

ジモティー 6 1.5 2,511 

東祥 7.2 0.5 436 

サンウェルズ － 8.5 22,338 

ダイセキ 1.7 － － 

合 計 
株 数 ・ 金 額 243 258 584,861 

銘柄数＜比率＞ 60 61 ＜97.6％＞ 
 
＊各銘柄の業種分類は、期首、期末の各時点での分類に基づいてい

ます。 

＊銘柄欄の（ ）内は、国内株式の評価総額に対する各業種の比率。

＊評価額欄の< >内は、純資産総額に対する評価額の比率。 

＊評価額の単位未満は切り捨て。 
 

 

○投資信託財産の構成 (2023年11月７日現在) 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

株式 584,861 95.4 

コール・ローン等、その他 28,392 4.6 

投資信託財産総額 613,253 100.0 
 
＊金額の単位未満は切り捨て。 
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○資産、負債、元本及び基準価額の状況 （2023年11月７日現在) 

項 目 当 期 末 

  円 

(A) 資産 613,253,609   

 コール・ローン等 15,517,754   

 株式(評価額) 584,861,000   

 未収入金 11,158,535   

 未収配当金 1,716,320   

(B) 負債 13,777,891   

 未払金 10,159,168   

 未払収益分配金 281,595   

 未払解約金 44,841   

 未払信託報酬 3,282,395   

 未払利息 6   

 その他未払費用 9,886   

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 599,475,718   

 元本 563,190,071   

 次期繰越損益金 36,285,647   

(D) 受益権総口数 563,190,071口 

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 10,644円 
 

（注）期首元本額は553,057,292円、期中追加設定元本額は42,402,336

円、期中一部解約元本額は32,269,557円、１口当たり純資産額

は1.0644円です。 
 

○損益の状況 (2022年11月８日～2023年11月７日) 

項 目 当 期 

  円 

(A) 配当等収益 6,628,387   

 受取配当金 6,636,106   

 受取利息 15   

 その他収益金 149   

 支払利息 △      7,883   

(B) 有価証券売買損益 51,618,481   

 売買益 133,547,634   

 売買損 △ 81,929,153   

(C) 信託報酬等 △  6,227,281   

(D) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 52,019,587   

(E) 前期繰越損益金 △ 15,073,122   

(F) 追加信託差損益金 △    379,223   

 (配当等相当額) (      217,575)  

 (売買損益相当額) (△    596,798)  

(G) 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 36,567,242   

(H) 収益分配金 △    281,595   

 次期繰越損益金(Ｇ＋Ｈ) 36,285,647   

 追加信託差損益金 △    379,223   

 (配当等相当額) (      217,575)  

 (売買損益相当額) (△    596,798)  

 分配準備積立金 36,664,870   
 
＊損益の状況の中で(B)有価証券売買損益は期末の評価換えによる

ものを含みます。 

＊損益の状況の中で(C)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等

相当額を含めて表示しています。 

＊損益の状況の中で(F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設

定の際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいい

ます。  
 

（注）分配金の計算過程（2022年11月８日～2023年11月７日）は以下の通りです。 

項 目 
当 期 

2022年11月８日～ 
2023年11月７日 

a. 配当等収益(経費控除後) 5,919,722円 

b. 有価証券売買等損益(経費控除後・繰越欠損金補填後) 31,026,743円 

c. 信託約款に定める収益調整金 217,575円 

d. 信託約款に定める分配準備積立金 0円 

e. 分配対象収益(a＋b＋c＋d) 37,164,040円 

f. 分配対象収益(１万口当たり) 659円 

g. 分配金 281,595円 

h. 分配金(１万口当たり) 5円 
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○分配金のお知らせ  

１万口当たり分配金（税込み） 5円 
 
※分配落ち後の基準価額が個別元本と同額または上回る場合、分配金は全額普通分配金となります。 

※分配前の基準価額が個別元本を上回り、分配後の基準価額が個別元本を下回る場合、分配金は個別元本を上回る部分が普通分配金、下回

る部分が元本払戻金（特別分配金）となります。 

※分配前の基準価額が個別元本と同額または下回る場合、分配金は全額元本払戻金（特別分配金）となります。 

 

○お知らせ 

 該当事項はございません。 

 

 


